
財務費用 6¶601¶649

臨時損失 34¶498¶200
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4¶069¶237¶648

] （控除）自己収入等

授業料収益 � 477¶564¶696

入学料収益 � 93¶708¶600

検定料収益 � 18¶486¶800

受託研究等収益 � 202¶248¶241

受託事業等収益 � 179¶747¶087

寄附金収益 � 48¶842¶642

資産見返運営費交付金等戻入 � 54¶465¶684

資産見返寄附金戻入 � 23¶483¶341

財務収益 � 2¶219¶607

雑益 � 228¶348¶967

臨時利益 � 42¶468¶353
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�1¶371¶584¶018
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業務費用合計 2¶697¶653¶630

Ó 損益外減価償却相当額 330¶542¶563

Ô 損益外除売却差額相当額 12¶844¶169

Õ 引当外賞与増加見積額 � 11¶637¶690

Ö 引当外退職給付増加見積額 56¶927¶217

× 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減
額された使用料による貸借取引の
機会費用

`

政府出資等の機会費用 39¶763¶149
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39¶763¶149
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Ø 国立大学法人等業務実施コスト 3¶126¶093¶038
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注記事項
Ò．重要な会計方針
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
下記に掲げるものを除き、期間進行基準を採用しております。
退職一時金に充当される運営費交付金 費用進行基準
文部科学省が指定する「特別運営費交付金」、「特殊要因運営費交付金」及び復興関連事業に
係る「一般運営費交付金」 業務達成基準又は費用進行基準

２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しています。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としており、主な資産の耐用年数は以下
のとおりです。
建物 ２～50年
構築物 ２～50年

機械装置 ５～７年
工具器具備品 ４～15年
車両運搬具 ４～８年
なお、受託研究収入等により取得した資産については、当該研究期間を耐用年数としていま
す。
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）の減価償却相当額については、損益外
減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。

] 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いています。

３．賞与引当金及び見積額の計上基準
常勤職員の賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引
当金は計上していません。なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加
見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上し
ています。
４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置されないものについて、自己都合期末要
支給額を計上しています。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学
法人会計基準第86第４項に基づき自己都合期末要支給額により計算された退職一時金に係る退職
給付引当金の当期増加額を計上しています。
５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については実績率により、貸倒懸念債権等の特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。
６．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（利息法）を採用しています。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法
動物医療センターの医薬品及び診療材料については、最終仕入原価法を採用しています。

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償による貸借取引の機会費用の算定方法
該当ありません。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債（第328回）の平成25年３月29日末利回りを参考に0•560％で計算しています。

９．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上かつリース資産の価額が固定資産計上基準額を上回るファイナン

ス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
また、リース料総額が300万円未満またはリース資産の価額が固定資産計上基準額を下回るファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていま
す。

10．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。
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